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各市町村の人口の状況について

中山間・地域政策課

(1)2010年→2015年人口増減率 (2)2045年推計人口の対2015年比率

資料：国勢調査 資料：国勢調査、国立社会保障・人口問題研究所

(3)2015年人口が県全体の１%未満の市町村 (4)1kmメッシュの人口（2015年）

資料：国勢調査 資料：国土交通省国土数値情報データを加工
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移住・ＵＩＪターンの取組について

中山間・地域政策課

（県及び市町村が移住施策により把握した移住世帯数等）１ 平成３０年度の移住実績

○県全体
平成３０年度実績 ４７１世帯 ８４７人
（参考）
平成２９年度実績 ５０６世帯 ９３２人
平成２８年度実績 ３８８世帯 ７２９人

※ 移住とは、「本人（家族）の意思に基づき、定住することを目的に、県外から県内
に生活の拠点を移すこと」と定義している。このため、勤め先の都合による「転勤」
や、本県の暮らしが一時的なものとなる「進学」による転入などは除く。

○年代別内訳 ○移住前居住地の地域別内訳

※不明については、本人から回答を得られなかったもの。

（単位：世帯数）○市町村別内訳

宮崎市 129 174 147 新富町 2 3 7

都城市 34 58 60 西米良村 5 3 0

延岡市 20 31 35 木城町 3 0 2

日南市 47 44 45 川南町 13 18 21

小林市 16 19 24 都農町 5 13 3

日向市 12 20 18 門川町 0 5 3

串間市 14 18 9 諸塚村 0 1 2

西都市 12 7 11 椎葉村 2 6 4

えびの市 23 29 20 美郷町 3 1 3

三股町 3 5 4 高千穂町 5 14 3

高原町 12 4 5 日之影町 6 2 10

国富町 3 4 3 五ヶ瀬町 4 2 5

綾町 10 12 8 不明 1 4 4

高鍋町 4 9 15 総　　計 388 506 471
7

H30年度H30年度 H28年度 H29年度市町村名 H28年度 H29年度 市町村名

年代別
（世帯代表者）

世帯数 構成比(%) 地域別 世帯数 構成比(%)

10代 8 1.7% 北海道 2 0.4%
20代 148 31.4% 東北 4 0.8%
30代 149 31.6% 関東 152 32.3%
40代 82 17.4% 中部 45 9.6%
50代 36 7.6% 近畿 80 17.0%
60代 28 5.9% 中国・四国 24 5.1%
70代以上 9 1.9% 九州・沖縄 153 32.5%
不明 11 2.3% 海外 7 1.5%
合計 471 100.0% 不明 4 0.8%

合計 471 100.0%
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○移住理由

２ 移住支援金事業

（１）事業概要

※対象者については、主なもののみ記載

（２）実施状況等
① 実施状況

県内各市町村は、予算措置及び実施要領整備等の準備が完了した市町村から、随時
事業開始予定。(本年９月中に16市町村が開始予定。）
本年７月22日以降に本県に転入された方を対象として、転入３ヶ月後から申請受付

が可能となる。

② 今後の取組
・ 移住相談会やセミナーの開催（東京・大阪・福岡）
・ 新聞広告掲載
・ ＵＩＪターンセンターの移住・就職相談員及び移住・定住コーディネーターによ
る相談対応及びＰＲ等

・ ふるさと宮崎人材バンクの登録企業の掘り起こしや効果的な求人広告作成のため
のセミナーの開催

移住促進及び地域の人材確保

世帯１００万円、単身６０万円

市町村

移住前
東京圏（東京都、千葉県、埼玉県、神奈川県）に
居住

移住後
・マッチングサイト「ふるさと宮崎人材バンク」
に移住支援金対象として掲載している求人（企
業・法人）に応募して就職した者等

国１／２、県１／４、市町村１／４

世帯３５件、単身２５件

移住前 宮崎県外の全国に居住

移住後

・マッチングサイト「ふるさと宮崎人材バンク」
に移住支援金対象として掲載している求人（企
業・法人）に応募して就職した者等

・自営で農林漁業に従事した者や個人事業者（医
療福祉等）に就業した者等

県３／４、市町村１／４

世帯５５件、単身５０件

目　的

見込み件数（予算枠）

見込み件数（予算枠）

負担割合

負担割合

支給金額

申請受付・支給

対象者

対象者

①地方創生
推進交付金
対象分

②県独自
支援分

就職 就農 Uﾀｰﾝ
地域
おこし
協力隊

サー
フィン

漁業
田舎暮
らし

福祉関
係に就
職

起業
ﾊﾟｰﾄﾅｰ
と
同居

子育て
親の介
護

不明・
その他

計

130 59 37 23 16 16 12 8 7 6 5 2 150 471

27.6 12.5 7.9 4.9 3.4 3.4 2.5 1.7 1.5 1.3 1.1 0.4 31.8

世帯数

構成比（％）
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若者の県内定着に向けた取組について 
 

産業政策課 

 

１ 高校生、大学生の進学・就職の動向 

 

 ○ 県内高校の卒業生約１万人のうち半数程度が進学や就職で県外に転出。 

○ 高卒者の県内就職率が徐々に向上している一方、大卒者の県内就職率は４割程度を

横ばいで推移。 

○ 高卒者の県外進学先としては九州・沖縄地域が最も多い（58.2％）。また、県外就職

先としては関東地域が最も多い（31.7％） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 ■高卒者の県内就職率           ■県内大学等卒業者の県内就職率 

 

 

 

 

 

 ■高卒者の地域別進学状況（H31.4 入学）  ■高卒者の地域別就職状況（H31.3 卒） 

 

 

 

 

県内高校 
卒業生 
10,121 人 
（Ｈ３1．３卒） 

専修学校等 
2,667 人(26%) 

県外就職 
1,241 人 
(43%) 

大学等進学 
4,505 人(45%) 

就職 
2,949 人(29%) 

県内就職 
1,708 人
(58%) 

県内大学等進学 1,424 人(30%) 

県外大学等進学 
3,341 人 
(70%) 

県外から県内大学等への進学 
1,222 人 

県外就職 
866 人(88%) 

県外就職 
474 人 
(34%) 

県内就職 
（県内出身者） 
910 人(66%) 

県内就職 
（県外出身者） 
113 人(12%) 

県
内
高
校 

県
内
大
学 

※出典：学校基本調査、県産業政策課調べ 

 この図はイメージであり、複数のデータを組み合わせているため合計等一致しない部分がある。 

 県内外の大学等進学者数には既卒者も含む。 

 大学卒業者には大学院、短大、高専卒も含む。 

進学・就職の動向（イメージ図） 

H27.3卒 H28.3卒 H29.3卒 H30.3卒 H31.3卒

宮崎県 54.0% 54.8% 55.8% 56.8% 57.9%

全国平均 81.6% 81.3% 81.2% 81.1% 80.6%

393人

(31.7%)
204人

(16.4%)
177人

(14.3%) 75人

(6.0%)

357人

(28.8%)

35人

(2.8%)

関東 中部 近畿 中国・四国 九州・沖縄 その他

689人

(20.6%) 139人

(4.2%)

305人

(9.1%)
241人

(7.2%)

1,944人

(58.2%)

23人

(0.7%)

関東 中部 近畿 中国・四国 九州・沖縄 その他

H27.3卒 H28.3卒 H29.3卒 H30.3卒 H31.3卒

全体 46.2% 42.8% 44.3% 43.1% 43.3%

県内出身 71.0% 68.1% 69.1% 66.3% 65.8%

県外出身 14.5% 12.1% 12.7% 11.2% 11.5%
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２ 高校生・大学生等の県外流出（就職）の要因等 

（「若者の県外流出要因等調査結果（H31.1）」、「高校生の進路選択に関するアンケート調査結果（H31.2）」より） 

 

 (1) 卒業後の進路選択 

 

   ◇ 大学卒業後働きたい場所について、県内出身者は「県内」、県外出身者は「県

外」が最も多いが、県外に進学した学生でも３割強が「県内」と回答。 

   ◇ 「県外」を選ぶ（選んだ）理由として、大学生は給与水準や公共交通網・商

業施設等の充実、高校生は親元からの自立や希望の業種等が上位。 

 

  ◆卒業後に働きたい場所（大学生）   ◆「県外」を希望する（選んだ）理由 

                                  （上位 3 つ） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

   ◇ 大学生が就職場所（「県内」か「県外」か）を決めた時期について、大学在学

時が最も多いが、高校生以前に決めた学生も３割以上。 

   ◇ 就職先選択に影響を与える人として、大学生・高校生共に保護者という回答

が多い。 

 

  ◆就職場所の決定時期（大学生）   ◆就職活動の相談相手（大学生） 

 

 

 

 

 

 

                    ◆就職先選択で最も影響を受けた人（高校生） 

 

 

 

 

35.0%

15.8%

県内

43.4%

41.4%

58.9%

県外

36.9%

23.6%

25.3%

未定

19.7%

県外大学生

（県内出身）

県内大学生

（県外出身）

県内大学生

（県内出身）

1.2%

1.5%

2.8%

14.3%

16.5%

27.0%

27.2%

ハローワーク等の公的機関

就職支援を行う民間企業

ＯＢ・ＯＧ

大学の教員や就職支援担当者

父親

学内の友人や先輩

母親

～中学生

13.8%

高校生

22.2%

大学生

42.3%

未定

21.7%

28.2%

31.9%

36.2%

25.0%

27.5%

34.7%

給料が高い

希望する職種・業種

親元を離れて自立したい

文化・商業施設が充実

公共交通網が整備

給与水準が高い
（大
学
生
）

（高
校
生
）

14.7%

3.5%

12.4%

21.5%

23.8%

24.1%

その他

友達

先輩（卒業生）

保護者

特になし

先生
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 (2) Ｕターンの可能性 

 

   ◇ 県外就職を希望する学生の約３割、特に県内出身者では５割の学生が将来的

に宮崎に戻る可能性ありと回答。 

   ◇ すでに県外で就職している本県出身者でもＵターンの意向が３割程度存在。 

 

  ◆県外で働く場合、将来的に       ◆県外社会人のＵターンの意向 

宮崎に戻る意思（大学３年生）      （内側の円は 29 歳以下） 

（内側の円は県内出身者） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

   ◇ 現時点でＵターンの意向のない県外社会人も、将来Ｕターンを検討する条件

として給与水準を重視。 

   ◇ Ｕターンを検討する上で、企業概要や求人情報、教育環境等の情報充実を求

める意見が多い一方、７割以上が関連情報との接点がない。 

 

  ◆今はＵターンの意向はないが、   ◆Ｕターンの検討に欲しい情報 

   どういう条件が整えば検討するか 

 

 

 

 

                    ◆県外でＵターン情報を見ることがあるか 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

52.8%47.2%

ある

30.0%

ない

69.7%

38.1%

5.0%
25.9%

30.9%

ある（定

年前）

24.2%

ある（定

年後）

9.7%

ない

35.7%

未定

30.4%

調査の概要 
○「若者の県外流出要因等調査」（産業政策課） 

   調査期間：H30.7～H30.11 
   調査対象：県内大学生等（大学３年生、短大１年生、高専４年生）1,595 人、県外大学３年生（県出身者）157 人 
        県外企業で働いている本県出身者 339 人 

○「高校生の進路選択に関するアンケート調査」（雇用労働政策課） 
   調査期間：H31.1～H31.2 
   調査対象：県立高校、私立高校の就職内定者（平成 31 年 3月卒業予定者）2,551 人 

18.8%

26.8%

32.1%

36.6%

37.9%

51.8%

どんな条件でも戻らない

子供の充実した教育環境

充実した福利厚生のある企業

希望する業種・業務内容の企業

充実した公共交通網や住環境

県外企業と同程度の給与水準

34.1%

41.5%

47.6%

81.7%

食や観光など宮崎の魅力の情報

住居費や光熱費など住環境の情報

子供の教育環境の情報

県内企業の概要や求人情報

ある

28.6%

ない

71.4%
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３ 若者の県内定着促進に向けた主な取組 

 (1) 当初予算に計上した取組 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 (2) 宮崎県人口減少対策基金（６月補正予算）による取組の強化や加速化 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

多様なインターンシップの実施・拡大 
・短期インターンシップのほか、起業人材やグローバル人材等を育成するプログラム等を実施 
・企業向けインターンシップ導入支援ガイドブックの作成 

各業種共通のビジネス
スキルを習得できる「ひ
なたＭＢＡ」の実施 

県内企業に就職する若者に対する奨学金の返還支援 

外国人留学生等の就職支援
（セミナー等） 

女性の県内定着対策 
・女子大学生等を対象とした「ひなた女子就職応援セミナー」の開催 
・女性視点からの「みやざきで暮らし、働く良さ」のＰＲ動画の作成 

県内就職を支援する人材の配置 
・高校生（進路指導教員）に県内企業の求人情報等の提供を行う就職支援エリアコーディネーター、就職支援員 
・県外の学生や社会人、大学等に対し県内就職の働きかけ等を行う産業人財掘り起こしコーディネーター（東京、福岡） 

県内の就職環境・住環境の魅力発信 
・学生や保護者、教育関係者等を対象とした県内就職の気運を醸成するためのセミナー等の開催 
・ＳＮＳを活用した県内の企業情報や就職情報の発信  

中・高校生 社会人 大学生等 

仕事や企業、ふるさとの魅力を
伝えるキャリア教育の実施 

県内企業を深く知るための就職説明会や企業説明会等の開催 

高等教育機関等による特色ある人材育成 
・大学と地域との連携（ＣＯＣ＋など） 
・みやざき林業大学校の開講 等 

働きやすい職場環境づくり 
ワークライフバランスを実現す
る「ひなたの極」事業所の認証 
等 

医師、看護師、保育士、公務員獣医師等を
目指す学生への修学資金の貸与 

県内企業と高校・大学等との連携による
実践的な技術等を学ぶ講座の実施 

人口減少対策基金（30 億円） 

・東京圏及び東京圏外のＵＩＪターン者に対する移住支援金の給付 
・地域課題の解決に取り組む起業者への支援金の給付 
・中山間地域における就農・定着までの一体的支援    など 

・都市部の本県出身の若者を対象とした情報発信強化 
・働きやすい職場づくりによる女性や高齢者の就業促進 
・キャリア教育支援センターの機能拡充 
・看護人材の就職相談強化や医療機関の受入体制充実    など 

・スマート農業による働き方改革の産地実証を産地と民間事業者等が共同実施 
・介護事業所における記録作成から請求までを一体的に処理するＩＣＴ導入支援    など 

移住・ＵＩＪターン、定住の促進 －ふるさと回帰や移住を拡大する－ 

人財の育成・確保 －人財を呼び込む、人財を地域で育てる－ 

ＩＣＴ化（生産性向上） －産業の魅力を高める－ 

みやざき

を理解し、

みやざき

の将来を

担う人材

の育成 

「みやざ

きで暮ら

し、みやざ

きで働く」

良さの創

出とＰＲ 

働く場所

の魅力向

上 
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